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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成23年２月25日に提出しました第128期（自　平成21年12月１日　至　平成22年11月30日）有価証券報告書の記載事項の一部

に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものです。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（リース取引関係）

２　財務諸表等

(1）財務諸表

注記事項

（リース取引関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は　　を付して表示しています。
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第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（リース取引関係）

（訂正前）

前連結会計年度
（自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側） １．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容 ①　リース資産の内容

イ．有形固定資産 イ．有形固定資産

主として生産設備（機械装置）であります。 同左

ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産

ソフトウエアであります。 同左

②　リース資産の減価償却の方法 ②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項(2）重要な減価

償却資産の減価償却方法」に記載のとおりであり

ます。

同左

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年11月30日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

2,546 1,818 728

その他 1,687 988 698

合計 4,234 2,807 1,427

　

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

1,637 1,187 450

その他 1,311 958 353

合計 2,949 2,145 803

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 628百万円

１年超 859百万円

合計 1,487百万円

　

 

１年内 423百万円

１年超 436百万円

合計 860百万円

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 858百万円

減価償却費相当額 807百万円

支払利息相当額 41百万円

　

 

支払リース料 135百万円

減価償却費相当額 127百万円

支払利息相当額 43百万円
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前連結会計年度
（自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日）

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

同左

 

（訂正後）

前連結会計年度
（自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側） １．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容 ①　リース資産の内容

イ．有形固定資産 イ．有形固定資産

主として生産設備（機械装置）であります。 同左

ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産

ソフトウエアであります。 同左

②　リース資産の減価償却の方法 ②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項(2）重要な減価

償却資産の減価償却方法」に記載のとおりであり

ます。

同左

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年11月30日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

2,546 1,818 728

その他 1,687 988 698

合計 4,234 2,807 1,427

　

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

1,637 1,187 450

その他 1,311 958 353

合計 2,949 2,145 803

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 628百万円

１年超 859百万円

合計 1,487百万円

　

 

１年内 423百万円

１年超 436百万円

合計 860百万円
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前連結会計年度
（自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日）

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 858百万円

減価償却費相当額 807百万円

支払利息相当額 41百万円

　

 

支払リース料 637百万円

減価償却費相当額 601百万円

支払利息相当額 32百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

同左

 

２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

【注記事項】

（リース取引関係）

（訂正前）

前事業年度
（自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日）

当事業年度
（自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側） １．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容 ①　リース資産の内容

有形固定資産 有形固定資産

主として生産設備（機械及び装置）でありま

す。

同左

②　リース資産の減価償却の方法 ②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

同左

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年11月30日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社不二越(E01603)

訂正有価証券報告書

5/7



前事業年度
（自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日）

当事業年度
（自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日）

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 1,793 1,386 406

車両運搬具 159 69 89

工具、器具及び
備品

1,291 759 531

合計 3,243 2,215 1,028

　

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 1,151 879 271

車両運搬具 60 33 26

工具、器具及び
備品

935 659 276

合計 2,146 1,572 574

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 456百万円

１年超 620百万円

合計 1,076百万円

　

 

１年内 312百万円

１年超 301百万円

合計 613百万円

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 659百万円

減価償却費相当額 619百万円

支払利息相当額 29百万円

　

 

支払リース料 98百万円

減価償却費相当額 92百万円

支払利息相当額 5百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

同左
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（訂正後）

前事業年度
（自　平成20年12月１日
至　平成21年11月30日）

当事業年度
（自　平成21年12月１日
至　平成22年11月30日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側） １．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容 ①　リース資産の内容

有形固定資産 有形固定資産

主として生産設備（機械及び装置）でありま

す。

同左

②　リース資産の減価償却の方法 ②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

同左

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年11月30日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており、その内容

は次のとおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 1,793 1,386 406

車両運搬具 159 69 89

工具、器具及び
備品

1,291 759 531

合計 3,243 2,215 1,028

　

 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 1,151 879 271

車両運搬具 60 33 26

工具、器具及び
備品

935 659 276

合計 2,146 1,572 574

　

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 456百万円

１年超 620百万円

合計 1,076百万円

　

 

１年内 312百万円

１年超 301百万円

合計 613百万円

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 659百万円

減価償却費相当額 619百万円

支払利息相当額 29百万円

　

 

支払リース料 461百万円

減価償却費相当額 435百万円

支払利息相当額 24百万円

　

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

同左
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